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平成 年 月 日（金）

号外第 号

14 31

89

５

毎週火 金曜日発行･

公布 規則

◇ 鳥取県事務処理権限規則 一部 改正 規則（ ）（職員課）…………………………………

鳥取県生活保護法施行細則 一部 改正 規則（ ）（福祉保健課）…………………………

◇鳥取県事務処理権限規則 一部 改正 規則

建設工事 係 資材 再資源化等 関 法律 基 知事 権限 属 事務 、特定建設資

材 用 建築物等 係 解体工事等 、 規模 一定 基準以上 着手 際 届出 受理

地方県土整備局長及 日野総合事務所県土整備局長 委任決裁事項 等 事務処理権限 区分 定

。（別表第 関係）

障害者 雇用 促進等 関 法律 基 知事 権限 属 事務 、障害者就業・生活支援

ー 指定 商工労働部長 専決事項 等 事務処理権限 区分 定 。（別表

第 関係）

住宅環境課 係 知事 権限 属 事務 土地 取得等 係 契約 締結 地方県土整備局長

委任決裁事項 。（別表第 関係）

他所要 規定 整備 行 。

規則 、公布 日 施行 。

鳥取県事務処理権限規則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県事務処理権限規則 一部 改正 規則

鳥取県事務処理権限規則（平成 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（以下「改正部分」 。） 当該改正部分 対応 同表 改

正後 欄中下線 引 部分（以下「改正後部分」 。） 存在 場合 、当該改正部分 当該改正

後部分 改 、改正部分 対応 改正後部分 存在 場合 、当該改正部分 削 、改正後部分 対応
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改 正 後 改 正 前

別表第 （第 条、第 条、第 条、第 条、第 条関係）
個別事項 係 事務処理権限

所
属
名

事 項 事務処理権限 区分

種 類 内 容

専 決 権 者 委任決裁権者

略

住
宅
環
境
課

一～十八 略

十九 他
事務

～ 略

土木工事（住宅環
境課 所掌事務 係

限 。）
施行 土地
取得及 使用並
地上権、地役権
他土地 関 所有
権以外 権利、鉱業
権、温泉 利用
権利並 立木、建
物 他土地 定着

物件 所有権及
所有権以外 権利
取得、使用及 消

滅並 損失 補償
係 契約 締結

（一） 鳥取地方県土
整備局及 八頭地
方県土整備局 管
轄区域 係

（二） 倉吉地方県土
整備局 管轄区域
係

（三） 米子地方県土
整備局及 日野総
合事務所 管轄区
域 係

○

○

○

略

労
働
雇
用
課

一～十三 略

十四 障害者
雇用 促

進等 関
法律（昭

和 年法律
第 号）
基 知事
権限 属
事務

略

同法第 条 第
項 規定 障

害者雇用支援 ー
指定及 同条第

項 規定 名称
及 住所並 事務
所 所在地並 当
該指定 係 地域
公示

○

略

同法第 条
規定 障害者雇
用支援 ー 業
務 関 監督命令

○

同法第 条 第
項 規定 指

定 取消 及 同条
第 項 規定
当該事項 公示

○

同法第 条
規定 障害者就
業・生活支援 ー
指定及 同法第

条 準用

○

別表第 （第 条、第 条、第 条、第 条、第 条関係）
個別事項 係 事務処理権限

所
属
名

事 項 事務処理権限 区分

種 類 内 容

専 決 権 者 委任決裁権者

略

住
宅
環
境
課

一～十八 略

十九 他
事務

～ 略

略

労
働
雇
用
課

一～十三 略

十四 障害者
雇用 促

進等 関
法律（昭

和 年法律
第 号）
基 知事
権限 属
事務

略

同法第 条 第
項 規定 障

害者雇用支援 ー
指定及 同条第

項 規定 名称
及 住所並 事務
所 所在地並 当
該指定 係 地域
公示

○

略

同法第 条
規定 指定 受

者 対 同法
第 条 規定
業務 関 監督

命令

○

同法第 条
規定 指定 取
消 及 当該事項
公示
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鳥取地方
県土整備
局長
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県土整備
局長
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局長

地方機関
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改正部分 存在 場合 、当該改正後部分 加 。

次 表 改正前 欄 表中太線 囲 部分（以下「改正表」 。） 対応 次 表 改正後 欄

表中太線 囲 部分（以下「改正後表」 。） 存在 場合 、当該改正表 当該改正後表 改 、

改正後表 対応 改正表 存在 場合 、当該改正後表 加 。
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同法第 条
第 項 規定
名称及 住所並
事務所 所在地 公
示

同法第 条
準用 同法

第 条 第 項
規定 障害者就
業・生活支援 ー
名称及 住所並
事務所 所在地

変更 届出 受理並
同条第 項 規

定 当該届出
係 事項 公示

○

同法第 条
準用 同法

第 条 規定
障害者就業・生

活支援 ー 業
務 関 監督命令

○

同法第 条
準用 同法

第 条 第 項
規定 指定 取
消 及 同条第 項
規定 旨
公示

○

十五～十七 略

略

県
土
整
備
部
共
通

一 土木工事
（鳥取空港
整備事業、
鳥取港、網
代漁港及
田後港 係
港整備事

業、海岸整
備事業及
東部地区沿
岸漁場整備
事業 係
土木工事
除 。県土
整備部共通
項 一及
二
同 ）

係 知事
権限 属
事務（市

町村長 委
任
除 ）

～ 略

土木工事（住宅環
境課 所掌事務 係

除 。）
施行 土地
取得及 使用並
地上権、地役権
他土地 関 所有
権以外 権利、鉱業
権、温泉 利用
権利並 立木、建
物 他土地 定着

物件 所有権及
所有権以外 権利
取得、使用及 消

滅並 損失 補償
係 契約 締結

○

及 略

二 略

管
理
課

一～十三 略

十四 建設工
事 係 資
材 再資源
化等 関
法律（平

成 年法律
第 号）
基 知

事 権限
属 事務

同法第 条第 項
規定 指針

決定

○

同法第 条第 項
規定 指針

公表

○

同法第 条第 項
規定 対象建

設工事 届出 受理

○

同法第 条第 項
規定 対象建

設工事 変更 届出
受理

○

十五～十七 略

略

県
土
整
備
部
共
通

一 土木工事
（鳥取空港
整備事業、
鳥取港、網
代漁港及
田後港 係
港整備事

業、海岸整
備事業及
東部地区沿
岸漁場整備
事業 係
土木工事
除 。県土
整備部共通
項 一及
二
同 ）

係 知事
権限 属
事務（市

町村長 委
任
除 ）

～ 略

土木工事 施行
土地 取得及

使用並 地上権、
地役権 他土地
関 所有権以外
権利、鉱業権、温泉
利用 権利並
立木、建物 他

土地 定着 物件
所有権及 所有権

以外 権利 取得、
使用及 消滅並
損失 補償 係 契
約 締結

○

及 略

二 略

管
理
課

一～十三 略

十四 建設工
事 係 資
材 再資源
化等 関
法律（平

成 年法律
第 号）
基 知

事 権限
属 事務

同法第 条第 項
規定 解体工

事業者 登録

○

同法第 条 規定
解体工事業者

登録 抹消

○

同法第 条第 項
規定 解体工

事 施工 差止
命令

○

同法第 条第 項
規定 解体工

事業者 対
登録 取消 及 事
業 停止命令

○

同法第 条第 項
規定 解体工

事業者 報告
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整備局長
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事務所長
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長
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長

地方県土
整備局長
日野総合
事務所長
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同法第 条第 項
規定 分別解

体等 計画 変更
他必要 措置 命

令

○

同法第 条 規定
通知 受理

○

同法第 条 規定
分別解体等

実施 関 助言又
勧告

○

同法第 条 規定
分別解体等

方法 変更 他必
要 措置 命令

○

同法第 条第 項
規定 再資源

化等 適正 行
場合 申告

及 適当 措置 請
求 受理

○

同法第 条 規定
再資源化等

実施 関 助言又
勧告

○

同法第 条 規定
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方法 変更 他必
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拒否及 同条第 項
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規定 変更

届出 受理及 同条
第 項 規定
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○

同法第 条第 項
規定 廃業等
届出 受理

○
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○
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23 41

24 42

25 42

26 43

同法第 条第 項
規定 解体工

事業者 報告
徴収、営業所等
立入検査等

○

同法第 条 規定
建設資材利用

協力要請

○

同法第 条第 項
規定 分別解

体等 実施 状況
関 報告 徴収

○

同法第 条第 項
規定 再資源

化等 実施 状況
関 報告 徴収

○

同法第 条第 項
規定 対象建

設工事 現場等
立入検査

○

十五～十七 略

略

十五～十七 略

略
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の の に

する の

の による
の への

改 正 後 改 正 前

（決定通知書）

第 条 法第 条第 項及 第 項、第 条第 項並

第 条 書面 、様式第 号、第 号又 第 号

。 、医療扶助 医療 現物給付 決定

通知 、様式第 号 医療券・調剤券 記載

行 。

略

（決定通知書）

第 条 法第 条第 項及 第 項、第 条第 項並

第 条 書面 、様式第 号、第 号又 第 号

。 、医療扶助 医療 現物給付 決定

通知 、様式第 号 医療券 記載 行

。

略

（調査依頼票）

第 条 法第 条 規定 調査 嘱託 、様式第

号 調査依頼票 。

５ １ ５ ２

２

５ １ ５ ２

２

６

24 25

26 25 26 27

28

24 25

26 25 26 27

28

29 32

び び

に の は は に

よる ただし による の の

の は の に してこ

れを うものとする

び び

に の は は に

よる ただし による の の

の は の に してこれを う

ものとする

の による の は

の による

附 則

規則 、公布 日 施行 。

鳥取県生活保護法施行細則 一部 改正 規則 公布 。

平成 年 月 日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県生活保護法施行細則 一部 改正 規則

第 条 鳥取県生活保護法施行細則（昭和 年鳥取県規則第 号） 一部 次 改正 。

次 表 改正前 欄中条 表示 下線 引 条（以下「削除条」 。） 削 、同表 改正後 欄

中条 表示 下線 引 条（以下「追加条」 。） 加 。

次 表 改正前 欄中下線 引 部分（削除条 除 。） 同表 改正後 欄中下線 引 部分

（追加条 除 。） 改 。

この は の から する

の を する をここに する

の を する

の を のように する

の の の の に が かれた という を り の の

の に が かれた という を える

の の の が かれた を く を の の が かれた

を く に める

14 31

28 70

５

１

鳥取県規則第 号69



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 31 896 ５

（扶養照会書）

第 条 法第 条第 項 扶養義務者 扶養 可否 確

認 要保護者 扶養義務者 対 、扶養義務

照会 、様式第 号 扶養照会書

行 。

保 護 決 定 調 書

地区名 ー 番号 世 帯 主 名 支払方法 異動内容 適用年月日

申請書受理簿 ー 番号搭載簿 金品支給台帳 統計資料 医 療
決

裁

所 長 課 長 課長補佐 指導員 担当員 起案年月日 決裁年月日 発送年月日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

保 護 決 定 伺

調書 決定 、例文 通知 。
開 始 、 廃 止 等 理 由 ・ 通 知 案

最 低 生 活 費 認 定 額

番号 氏名 性別 年齢
基 準

生活 級地
第一類費 加 算 加算額計

学
校
基準額 給食費 通学費 給付金

略

第一
類費

加算
額計

二類
居宅

二類
別居

冬季
居宅

冬季
別居

生活
費計

期末
居宅

期末
別居

施 設
事務費

介 護 保 険
加算（再掲）

収 入 充 当 額 内 訳

番号 氏 名
収入
金額
（ ）

収入
金額
（ ）

収入
金額
（ ）

収入
金額
（ ）

未
成
年

新

規

実費

控除

特 別
徴収額
（再掲）

基礎

控除

特別

控除
他控除 認定額

略

扶 助 額 決 定 欄
種類 最低生活費 収入充当額 扶 助 額
生活
住宅
教育
合計
一時

種 類 生 活 住 宅 教 育 一 時 合 計 本人支払
月分支給額
月分支給額
月分支給額

一時扶助内訳
（再掲）

生 活 住 宅 教 育 介 護 医 療 出 産 生 業 葬 祭

６ ４ ２

１ ２ ３ ４

の の の を

するために の に し

について するときは の に

より うものとする

ケ ス

ケ ス

のとおり し により してよろしいか
の

32

冬
期

第 条 鳥取県生活保護法施行細則 一部 次 改正 。

様式第 号 次 改 。

様式第 号（第 条関係）

２

３

３ ２

の を のように する

を のように める



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 31 89 7５

医 療 券 交 付 処 理 簿

（ 年 月分）

受給者

番 号

交 付

年月日

診療

月

ー

番 号

受療者

氏 名

居 住

町村名

受 療

機関名

診

療

別

単独

・

併用

単給

・

併給

有効

期間

本 人

支払額

交付

方法

交 付

吏員印

受領

印 備考

略

種 類 生 活 扶 助 住 宅 扶 助 教 育 扶 助 一 時 扶 助 合 計 本人支払額

月分支給
・追給額

月分支給
・追給額

月分以降
支給額

生 活 住 宅 教 育 介 護 医 療 出 産 生 業 葬 祭

施 設 事 務 費

ケ ス

番 号

年 月 日

住所

氏名 様

職 氏 名 印

決 定
保 護 通 知 書

変 更

決定
生活保護法 保護 次 通知 。

変更

保護 種類及 支給額

一時扶助 内訳（再掲）

別途送金額

介護扶助自己負担月額 円（事業者名 ）

円（事業者名 ）

円（事業者名 ）

による を のとおり したので します

の び

の

１

様式第 号 次 改 。

様式第 号（第 条関係）

様式第 号 様式第 号 次 改 。

様式第 号（第 条関係）

11

11

25 28

25

を のように める

から までを のように める

２

５



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 31 898 ５

医療扶助自己負担月額 円

扶助金支給日

開始
保護 時期 年 月 日

変更

開始
保護 理由

変更

決定通知書 申請受理後 日 経過 理由

教示 決定 不服 、 決定 知 日 翌日 起算 日以内 知

事 対 審査請求 。

様式第 号（第 条関係）

番 号

年 月 日

住所

氏名 様

職 氏 名 印

保 護 申 請 却 下 通 知 書

年 月 日付 申請 生活保護法 保護 、下記 理由 保護 却下

。

、 決定 不服 、 決定 知 日 翌日 起算 日以内

知事 対 審査請求 。

記

却下 理由

決定通知書 申請受理後 日 経過 理由

様式第 号（第 条関係）

番 号

年 月 日

住所

氏名 様

２

３

４

５

５

１

２

５

の の

を した

この が を した

この に があるときは この のあったことを った の から して に

に して をすることができます

けで された による については の で できないので

します

なお この に があるときは この のあったことを った の から して に

に し をすることができます

の

この が を した

14

60

26

60

14

27



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 31 89 9５

職 氏 名 印

廃 止
保 護 通 知 書

停 止

廃止
年 月 日付 第 号 決定 生活保護法 保護 下記

停止
決定 通知 。

記

廃止
保護 種類

停止

廃止 時期

停止 期間

廃止
理由

停止

教示 決定 不服 、 決定 知 日 翌日 起算 日以内 知

事 対 審査請求 。

様式第 号（第 条関係）

生活保護法医療券・調剤券（ 年 月分）

備考 「指定医療機関名」欄 指定訪問看護事業者 名称 記入 場合 、訪問看護 ー
名称 併 記入 。

により した による を のとおり

することに したので します

した の

する

する

この に があるときは この のあったことを った の から して に

に して をすることができます

に の を する には ステ ションの
も せて すること

１

２

３

５

60

28

公費負担者番号

受 給 者 番 号

氏 名

居 住 地

指定医療機関名

傷 病 名

有 効 期 間
年 月 日

年 月 日

単独・併用 別 単 独・併 用

（性別） 生年月日 年 月 日

（ ）
（ ）
（ ）

診 療 別

本 人 支 払 額

入 院 歯 科

入 院 外 調 剤

訪問看護

円

地区担当員名 取扱担当者名
職 氏 名 印

備

考

社 会 保 険

結 核 予 防 法 第 条

精 神 保 健 及 精 神 障 害 者
福 祉 関 法 律 第 条

他

（健・共）

から

まで

の

び
に す る

そ の

あ り な し

あ り な し

あ り な し

１
２
３

3 4

3 2



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 31 8910 ５

番 号

年 月 日

様

職 氏 名 印

生活保護法 保護決定 伴 扶養義務 （照会）

当 （住所 ） 、生活保護法 保護 申

請 （受 ） 、生活保護法 民法 定 扶養義務者 扶養 、生活保護 優先

行 。

、保護 決定及 実施 上 必要 、 程度扶養 、別紙

扶養届書 年 月 日 御回答 。

（特記事項）

（担当者 ）

（参考）

生活保護法

第 条 保護 、生活 困窮 者 、 利用 得 資産、能力 他 、 最低限度

生活 維持 活用 要件 行 。

民法（明治 年法律第 号） 定 扶養義務者 扶養及 他 法律 定 扶助 、 法

律 保護 優先 行 。

前 項 規定 、急迫 事由 場合 、必要 保護 行 妨 。

民法

第 条 直系血族及 兄弟姉妹 、互 扶養 義務 。

家庭裁判所 、特別 事情 、前項 規定 場合 外、三親等内 親族間 扶

養 義務 負 。

前項 規定 審判 後事情 変更 生 、家庭裁判所 、 審判 取 消

。

による に う について

あなたの に たる さん は による を

して けて いますが では に められた による は に して

われるものとされています

ついては の び の で がありますので あなたがどの できるかについて

により までに ください

は に する が その し る その あらゆるものを その

の の のために することを として われる

に める の び の に める は すべてこの

による に して われるものとする

の は した がある に な を うことを げるものではない

び は に をする がある

は の があるときは に する の の においても

の を わせることができる

の による があった に を じたときは は その を り すこ

とができる

４

２

３ ２

２

３

29 89

877

様式第 号 次 改 。

様式第 号（第 条関係）

32

32

を のように める

６



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 31 89 11５

（別紙）

扶 養 届 書

年 月 日

職 氏 名 様

住 所

氏 名

電話番号

先 照会 対 扶養 、次 回答 。

次 扶養（ ）

私 世帯

に のあった に する について のとおり します

により します できません

の について

１

２

（ ）扶養 開始時期 年 月

（ ）扶養 方法・程度

①金銭 毎月（年） 円送金 。

②物品 毎月（年） 程度送付 。

③ 氏 名 引 取 。

④ 他（ ）

（ ）扶養 理由

（ ）家族構成、収入等 状況

氏 名 続 柄 生 年 月 日 職 業 勤 務 先 平均月収入

本人
円

上記
① 税法上 扶養控除 受 者 氏名
② 会社等 家族手当 受 者 氏名及 月額 （ 円）

（ ）資産 状況 有
・
無

①家屋 ㎡（坪） ②宅 地 ㎡（坪）
③田畑 ㎡（坪） ④山林等 ㎡（坪）

（ ）負債 状況 有
・
無

負 債 内 容 返済月（年）額 返済 終了予定

住宅 建築 係

他（ ）

（ ）健康保険等 加入状況 ①国民健康保険 ②健康保険 ③共済（ ）
④ 他（ ）

上記 国民健康保険以外 加入 場合、 、被扶養者

①認定 ②認定 ③認定手続 予定

１

２

３

１

２

３

４

の から

の

により する

により を する

を き る

その

できない

の

のうち についての
の を けている の
から を けている の び

の

の の の

の に るもの

その

の
その

で に している については として

されている されていない をする



平成 年 月 日 金曜日 鳥 取 県 公 報 （号外）第 号14 31 8912 ５

（記入上 注意）

該当 ○ 囲 、必要事項 記入 。

平均月収額 、総収入 所得税、社会保険料、事業経費等 差 引 額 記入 。

収入及 負債 状況 、源泉徴収票、給与明細書、負債 返済予定 示 書面 写 等

状況 明 書類 添付 。

発行所 鳥取県鳥取市東町一丁目 鳥 取 県 【定価 部 月 円（送料 含 ）】

の

するものを で み を してください

は から を し いた を してください

び の については の を した の し その

が らかになる を してください

か を む｡

１

２

３

１ １220 2,200

古紙配合率 ％再生紙 使用100 を しています

(URL:http://www.pref.tottori.jp)

附 則

規則 、平成 年 月 日 施行 。この は から する14


